












深刻化している。たとえば、1973 年 3 月 9 日
に本格的に変動為替相場制度に移行したために
為替リスク（為替損失）が顕在化したり、2008


































Companies Act ― 正式名称は、An Act for the 
Registration, Incorporation, and Regulation of Joint 

















れている。たとえば、第 1 次総括法（first great 







1929 年、1948 年、1985 年および 2006 年に制
定されている。


















　第 5 次総括法である「1985 年会社法」では、
附則第 4 の中で会計原則（accounting principles）
として「継続企業の概念」（第 10 項）、「継続性
の原則」（第 11 項）、「慎重性の原則」（第 12 項）、
「発生主義」（第 13 項）および「総額主義」（第
14 項）が規定され、なおかつ、「会社法規定か










































ド・ウェールズ勅許会計士協会（The Institute of 
Chartered Accountants in England and Wales：以下、
ICAEW と 略 す ） が 1942 年 か ら 1969 年 ま
でに公表した 29 篇の「会計原則勧告書」
（Recommendations on Accounting Principle）が奨
励的原則として利用されていた。これらの勧告
書は、現行の会計実務の要約であり、最良の実









（Statement of Standard Accounting Practice：以下、
SSAP と略す）を作成するために、「会計基準運営
委員会」（Accounting Standards Steering Committee：
以下、ASSC と略す）が 1970 年 1 月に設立さ
れた。ASSC は 1976 年 2 月に「会計基準委員会」
（Accounting Standards Committee： 以 下、ASC
と略す）と改称され、引き続き SSAP を公表
してきたが、1990 年 8 月に「会計基準審議会」





　2002 年 7 月に EU 理事会で採択された「国
際会計基準の適用に関する規則」（第 4 条）が、
「2005 年 1 月 1 日以降に開始する会計年度から、




1973 年 6 月に設立された国際会計基準委員会
（International Accounting Standards Committee）
が作成した「国際会計基準」（IAS）および
2001 年 4 月に改組・改称された国際会計基準
審議会（International Accounting Standards Board：
以下、IASB と略す）が作成・公表している「国
際財務報告基準」（International Financial Reporting 
Standard：IFRS―以下、IAS と会わせて IFRS
と総称する）を適用することになった（UK 








設定法」（basic schedule for small companies）が
採択された。IFRS は上場企業の連結財務諸表
に、ASB により 2001 年 12 月に公表された「小
規模事業体のための財務報告基準」（Financial 










































章 基 準 名
1 範囲（Scope）
2 概念および一般普及原則（Concepts and Pervasive Principles）
3 財務諸表の表示（Financial Statement Presentation）
4 財政状態計算書（Statement of Financial Position）
5 包括利益計算書および損益計算書（Statement of Comprehensive Income and Income Statement）
6 持分変動計算書および損益・利益剰余金計算書（Statement of Changes in Equity and Statement of Income and Retained Earnings）
7 キャッシュ・フロー計算書（Statement of Cash Flows）
8 財務諸表に対する注記（Notes to the Financial Statements）
9 連結財務諸表および個別財務諸表（Consolidated and Separate Financial Statements）
10 会計方針、見積りおよび誤謬（Accounting Policies, Estimates and Errors）
11 一次金融商品（Basic Financial Instruments）
12 その他の金融商品の課題（Other Financial Instruments Issues）
13 棚卸資産（Inventories）
14 関連会社に対する投資（Investments in Associates）
15 ジョイント・ベンチャーに対する投資（Investments in Joint Ventures）
16 投資不動産（Investment Property）
17 有形固定資産（Property, Plant and Equipment）
18 のれん以外の無形資産（Intangible Assets other than Goodwill）
19 企業結合およびのれん（Business Combinations and Goodwill）
20 リース（Leases）
21 引当金および偶発事象（Provisions and Contingencies）





27 資産の減損（Impairment of Assets）
28 従業員給付（Employee Benefits）
29 所得税（Income Tax）
30 外貨換算（Foreign Currency Translation）
31 超インフレ（Hyperinflation）
32 後発事象（Events after the End of the Reporting Period）
33 関連当事者の開示（Related Party Disclosures）
34 専門的活動（Specialised Activities）
35 本 FRS への移行（Transition to this FRS）
　出所：KPMG/ あずさ監査法人〔2014〕92 ～ 93 頁一部修正。
56　　英国におけるリスク情報開示
戦略に切り替えた（沖野〔2006〕80 ～ 83 頁）。
なお、会計基準設定機関の作業プログラムを指
導・監督し、当該作業の資金を確保するために
1990 年 8 月に創設された「財務報告評議会」
（Financial Reporting Council：以下、FRC と略す）
の下部組織であった ASB は廃止され、FRC 審
議会の新しい内部組織の「規程・基準委員会」
（Codes & Standards Committee）に新設された「会
計評議会」（Accounting Council:AC）が英国の
会計基準設定機関として 2012 年 7 月 2 日より
その任務を引き継いでいる（沖野〔2012〕89 頁）。










　FRC は、FRSSE と「実務勧告書（1）」（Statements 
of Recommended Practice：SORP）を除き、すべ
ての現行 FRS 等を廃止し、2015 年 1 月 1 日か
ら簡潔な財務報告制度を実現するためにコンパ
クトに集約化された新会計基準として、2012 年
11 月 に FRS100「 財 務 報 告 規 定 の 適 用 」




基 準 」（The Financial Reporting Standard 




るが、FRS102 は、IASB が 2009 年 7 月に公表
した「中小企業のための国際財務報告基準」
（International Financial Reporting Standard for 


































































































1973 年 1 月に EU（当時は EEC）に加盟したこ
とにより、従来の会社法とは異なり、加盟国が
国内法を修正する条約上の義務を負う「会社法
に関する指令」（Directive on Company Law）の
国内法化が課されている（4）。ただし、英国の
会社法も EC 指令の規定に影響を及ぼしてい







　個別財務諸表の会計規定に関する EC 第 4 指












則第 4 ～附則第 10）に記載されている。1985
年法の修正法である 1989 年会社法は、EC 第 7
指令「連結財務諸表」（1983 年 6 月採択）を




　1948 年会社法第 149 条第 1 項および 1985 年
会社法第 228 条第 2 項の規定を受け継いだ
2006 年 会 社 法（The Companies Act 2006） 第
396 条第 2 項によれば、「計算書類（accounts）は、
（a）貸借対照表の場合には、期末現在における
会社の業務状態（state of affairs of the company）
に関して真実かつ公正な概観を付与し、（b）損
益計算書の場合には、会計期間の会社の損益
（profit or loss of the company）に関して真実かつ
公正な概観を付与しなければならない。」と規
定されている。連結財務諸表に対しても、2006










を本法化した 1989 年会社法第 226 条第 1 項（5）
の規定を受け継いだ 2006 年会社法第 396 条第
5 項は、次のように定めている。
「特定の状況において、当該諸規定への準

















〔1986〕90 ～ 91 頁）。
　２．英国会社法におけるリスク情報開示の特徴






性（principal risks and uncertainties）の記載を含
む「事業概況」（business review）が開示されな
ければならない（2006 年会社法第 417 条第 1 項、
第 3 項）。さらに、上場会社（quoted company）
の場合には、当該会社の事業展開、事業業績ま
た は 事 業 状 態（development, performance or 




































community and human rights issues）に関する情
報が強制開示される。「取締役報告書」に比べて、
人権問題の開示が拡充されている。さらに、
2006 年会社法第 414 条第 7 項（a）・（b）の規
定により、「戦略報告書」には、会社の戦略お
よびビジネス・モデルも記述しなければならな
















（Going Concern and Liquidity Risk : Guidance for 
Directors of UK Companies 2009）に従って、上
































































（statement of future prospects）によって、利用
者は企業の将来予測を評価し、経営者の業績を
評価することができる。「会社目的説明書」
























































であった ICI（Imperial Chemical Industries）は、
年次報告書とは独立した形で、『安全・健康・
環境保全の成果　1996 年版』（Safety, Health and 
Environment Performance 1996）および『環境負


































田〔2015〕2 ～ 3 頁）。







　1990 年 8 月 1 日に ASC から改組された ASB
は、ASSC の『会社報告書』と同様に、英国に
おける概念フレームワークとして『財務報告原
則書』（The Statement of Principles for Financial 






and financial reports：以下、OFR と略す）、「取
締役報告書」（director’s reports）および「会長







































年問題」に対応する形で、2005 年 1 月 1 日以
降に開始する会計年度には、連結財務諸表は
EU 採択版 IFRS（EU－adopted IFRS）に基づい
て作成されなければならない（Gee〔2006〕p.1, 
UK Accounting Consulting Services team of 
PricewaterhouseCoopers LLP〔2011〕par.2.4）。
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なお、EU 採択版 IFRS を採用しない企業・事
業体のために、従来の FRS を修正・集約して
作成された FRS102 が 2013 年 3 月に公表され、
2015 年 1 月 1 日以降に開始する会計年度に適
用されることになっている（Haworth and 
Rigelsford〔2013〕pp.7 ～ 8）。つまり、上場企
業の連結財務諸表の作成には EU 採択版 IFRS
が強制適用され、上場企業の個別財務諸表やそ
れ以外の事業体の連結財務諸表・個別財務諸表
















































































1 月 22 日に公表された「金融商品に係る会計
基準」を差し替える形で企業会計基準委員会
（Accounting Standards Board of Japan：ASBJ）が
2006 年 8 月 11 日に修正・公表した企業会計基
準第 10 号「金融商品に関する会計基準」は、
金融商品の状況・リスク管理体制等に関する情























































































　英国では、1973 年の EEC 加盟により「会社
法に関する理事会指令」の国内法化が強いられ
ることになった。とりわけ、個別財務諸表の会
計規定に関する第 4 指令（1978 年 7 月採択）



































　さらに、2002 年に公表された EU 規則により、





























動に関する開示」（Disclosure about Oil and Gas 
Exploration and Production Activities）が1986 年
3 月に発表された（菊谷〔1988〕6 頁）。











































pp.40 ～42, 邦訳書、46 ～48 頁）。









































（7） 2006 年会社法（第385 条）によれば、「上場
会社」は下記の会社に限定される。
　（a ） 「2000 年金融サービス・市場法」（Financial 

















Accounting Standards Board〔1999〕Financial Reporting 
Standard 15 “Tangible fixed assets.”　 …… FRS15
Accounting Standards Board〔1999〕The Statement of 
Principles for Financial Reporting.　 ………… SPFR
Accounting Standards Steering Committee〔1975〕The 
Corporate Report.




Gee, Paul〔2006〕UK  GAAP for Business and Practice, 
Elsevier Ltd.
Haworth, Amy and Ken Rigelsfold〔2013〕GAAP2014 
UK Reporting － Legal and regulatory framework, 
Lexis Nexis.
ICI〔1996〕Safe ty,  Heal th  and  Env ironmenta l 
Performance 1996.
International Accounting Standards Board〔2004〕
International Financial Reporting Standard 3 “Business 
Combinations.”　 …………………………… IFRS 3
International Accounting Standards Board〔2007〕
International Accounting Standard 10 “Events after the 
Reporting Period.”　 ……………………… IAS 10
International Accounting Standards Board〔2009〕
International Accounting Standard 37 “Provisions, 
Contingent Liabilities and Contingent Assets.”　
 ……………………………………………… ISA 37
International Accounting Standards Board〔2010〕
International Financial  Reporting Standard 7 
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（付記）本稿の研究は、科学研究費補助金・基盤研究
（A）「国際的なリスク・エクスポージャーと最適
開示の制度設計に関する総合的研究」（研究代表
者：與三野禎倫・神戸大学教授）の助成を受けて
いる。
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